
（平成２２年６月２３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認島根地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



島根国民年金 事案 350 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年１月から同年３月まで 

申立期間の３か月間は、国民年金保険料の免除申請を行い保険料の納付

を免除された期間となっているが、保険料の免除申請を行った記憶はなく、

当該３か月間についても国民年金保険料を納付しているので、記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間であるとともに、申立人は、申立期間を除く国

民年金加入期間について、国民年金保険料をすべて納付している上、国民年

金の種別変更手続や厚生年金保険から国民年金への切替手続を適切に行って

おり、申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

また、特殊台帳から、申立人は、昭和 44 年 12 月 23 日に国民年金に任意加

入し、申立期間の直前の 50 年 12 月まで国民年金保険料を納付していること

が確認できる上、申立人の元夫は、申立期間当時、事業所に勤務し安定した

収入があり、申立人も、「元夫の収入は安定しており、国民年金保険料を納

付する経済的余裕は十分にあった。」と供述していることから、申立人が、

あえて、申立期間について、国民年金保険料の納付免除を申請したとは考え

難い。 

さらに、特殊台帳によると、申立期間は国民年金の任意加入の対象期間と

なっていることからすると、申立期間について国民年金保険料の納付を免除

した記録となっていることは不自然である。 

加えて、オンライン記録によると、申立人の元夫は、申立期間直後の昭和

51 年３月 21 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失していることから、本



来であれば同日に国民年金の被保険者資格を再取得した記録とすべきところ、

同年４月１日に国民年金被保険者資格を再取得した記録となっている上、同

年４月１日から、申立人の元夫が再び厚生年金保険の被保険者資格を取得す

る同年４月 21 日までの間は、本来であれば、申立人について、国民年金の強

制加入の対象期間とすべきであるところ、任意加入の対象期間と記録されて

おり、行政の記録管理が不適切であったことがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 51 年１月か

ら同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



島根厚生年金 事案 405 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成３年 11 月１日から 19 年 10 月１日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社

における当該期間の標準報酬月額に係る記録を、３年 11 月から６年 10 月ま

では 28 万円、同年 11 月から７年６月までは 24 万円、同年７月は 28 万円、

同年８月は 30 万円、同年９月は 28 万円、同年 10 月から８年９月までは 30

万円、同年 10 月から９年 11 月までは 28 万円、同年 12 月から 14 年 11 月ま

では 30 万円、同年 12 月は 28 万円、15 年１月及び２月は 30 万円、同年３月

は 28 万円、同年４月及び同年５月は 30 万円、同年６月及び同年７月は 28

万円、同年８月は 30 万円、同年９月は 28 万円、同年 10 月は 30 万円、同年

11 月は 28 万円、同年 12 月から 16 年９月までは 30 万円、同年 10 月は 28 万

円、同年 11 月は 34 万円、同年 12 月は 28 万円、17 年１月及び同年２月は

30 万円、同年３月は 28 万円、同年４月から同年７月までは 30 万円、同年８

月は 28 万円、同年９月は 30 万円、同年 10 月は 28 万円、同年 11 月及び同

年 12 月は 32 万円、18 年１月及び同年２月は 30 万円、同年３月は 28 万円、

同年４月から同年６月までは 30 万円、同年７月は 28 万円、同年８月及び同

年９月は 30 万円、同年 10 月は 28 万円、同年 11 月及び同年 12 月は 30 万円、

19 年１月は 28 万円、同年２月は 30 万円、同年３月から同年５月までは 28

万円、同年６月は 30 万円、同年７月から同年９月までは 28 万円に訂正する

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏 名 ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 63 年４月１日から平成 19 年 10 月１日まで 

      Ａ社から申立期間中に実際に支給されていた報酬月額と社会保険庁（当

時）のねんきん定期便に記載されている標準報酬月額が相違しているので、

報酬月額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 



 

第３ 委員会の判断の理由    

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であり、記録の訂正等を行う場合は、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が所持する平成５

年４月分、同年 11 月分及び同年 12 月分、６年１月分から８年 10 月分まで、

９年１月分から同年３月分まで、同年 12 月分から 19 年 10 月分までの給与

支払明細書、３年分及び９年分から 11 年分までの給与所得の源泉徴収票、

事業所が保管する賃金台帳から確認できる保険料控除額及び報酬月額に見

合う標準報酬月額から、平成３年 11 月から６年 10 月までは 28 万円、同年

11 月から７年６月までは 24 万円、同年７月は 28 万円、同年８月は 30 万円、

同年９月は 28 万円、同年 10 月から８年９月までは 30 万円、同年 10 月から

９年 11 月までは 28 万円、同年 12 月から 14 年 11 月までは 30 万円、14 年

12 月は 28 万円、15 年１月及び同年２月は 30 万円、同年３月は 28 万円、同

年４月及び同年５月は 30 万円、同年６月及び同年７月は 28 万円、同年８月

は 30 万円、同年９月は 28 万円、同年 10 月は 30 万円、同年 11 月は 28 万円、

同年 12 月から 16 年９月までは 30 万円、同年 10 月は 28 万円、同年 11 月は

34 万円、同年 12 月は 28 万円、17 年１月及び同年２月は 30 万円、同年３月

は 28 万円、同年４月から同年７月までは 30 万円、同年８月は 28 万円、同

年９月は 30 万円、同年 10 月は 28 万円、同年 11 月及び同年 12 月は 32 万円、

18 年１月及び同年２月は 30 万円、同年３月は 28 万円、同年４月から同年６

月までは 30 万円、同年７月は 28 万円、同年８月及び同年９月は 30 万円、

同年 10 月は 28 万円、同年 11 月及び同年 12 月は 30 万円、19 年１月は 28 万

円、同年２月は 30 万円、同年３月から同年５月までは 28 万円、同年６月は

30 万円、同年７月から同年９月までは 28 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立期間のうち、平成３年 11 月１日から 19 年 10 月１日までの期

間について、事業主が申立人が主張する標準報酬月額に見合う厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、当時経営が苦し

く申立人に係る報酬月額について、実際に支給した報酬月額より低い額で社

会保険事務所（当時）に届出を行っていたことを認めていることから、事業

主は、申立人の給与支払明細書、給与所得の源泉徴収票及び賃金台帳で確認

又は認められる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出てお

らず、社会保険事務所は、当該報酬月額に基づく保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



   一方、申立期間のうち、昭和 63 年４月１日から平成３年 11 月１日までの

期間の標準報酬月額については、申立人の所持する給与支払明細書などにお

いて確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録上の

標準報酬月額が同額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額がオンライン

記録上の標準報酬月額に比べ低額であることから、特例法による保険給付の

対象には当たらないため、あっせんは行わない。



島根厚生年金 事案 406 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 21 年 12 月５日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 150 円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年 12 月５日から 22 年２月８日まで  

申立期間は、Ａ社が所有するＢ船舶に乗り込む前の予備船員の期間であ

った。申立期間中は、自宅待機していたが、Ｃ市区町村にあった当時のＢ

船舶の船長宅へ最低保障給を受け取りに行っていたので、Ａ社と雇用関係

があり、最低保障給から保険料が控除されていたと記憶している。   

申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述及び申立人の供述から、Ａ社が所有するＢ船舶は、申立

期間当時、新造船に係る艤装
ぎ そ う

作業が行われていたことが推認できる。 

   また、申立人は、「申立期間中は、Ｃ市区町村にあったＢ船舶の船長宅へ

最低保障給を受け取りに行っていた。」と供述しているところ、申立期間当

時、Ｂ船舶の船長であった者の子は、「昭和 20 年から約３年間において、Ｃ

市区町村に居住し、その後、昭和 24 年又は 25 年にＤ市区町村へ転居した。」

と供述しており、申立人がＣ市区町村にあったＢ船舶の船長宅へ給与を受け

取りに行っていたと主張する時期と、Ｂ船舶の船長であった者の子がＣ市区

町村に居住していたと主張する時期は一致していることなどから、申立人は

申立期間当時Ｂ船舶の予備船員であったことが推認できる。 

   さらに、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿は、船舶別に編成されているも

ののほかに、「予備員」について編成されたものが存在していることから、



同社は、申立期間当時、予備船員についても船員保険に加入させていたこと

が確認できるところ、Ｂ船舶の乗組員であったとする前述の船長を含む３人

全員が、Ｂ船舶の艤装
ぎ そ う

期間であったとされる申立期間中について、船員保険

の被保険者記録が確認できる上、当該船長は、「予備員」について編成され

た前述の被保険者名簿に記載されていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、船員保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る船員保険

被保険者名簿に記載されている昭和 22 年２月の記録から、150 円とすること

が必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、適用船舶所有者名簿から、当該船舶所有者は既に船

員保険の適用事業所に該当しておらず、当時の事業主の所在も不明で、この

ほかにこれを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情がないことから、行ったとは認められない。 

 



島根国民年金 事案 351 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 39 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月から 61 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料については、両親も私の妻も納付した記録と

なっているが、私の記録は未納とされている。 

同居していた家族のうち、私にだけ納付書が届かないことは考え難く、

父親が、母親や私の妻の国民年金保険料と一緒に、私の国民年金保険料も

納付してくれたはずであるので、申立期間を保険料納付済期間と認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 61 年

９月１日以降にＡ市区町村で払い出されたことが確認できるが、この時点で

は、申立期間の一部は、時効により国民年金保険料を納付できない上、申立

期間当時、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

また、オンライン記録から、社会保険事務所（当時）は、平成 21 年３月

４日に、申立人の国民年金被保険者資格の取得日を昭和 61 年４月１日から

59 年４月１日に訂正処理していることが確認できる上、申立人の 61 年４月

から同年８月までの国民年金保険料については、62 年２月 28 日に納付され

たことが確認できるほか、61 年９月以降の国民年金保険料については、法定

納付期限内に納付されたことが確認できることから、申立期間当時、申立期

間は未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することができなか

ったものと推認できる。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付に関与しておらず、

申立人の父親が、申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。



島根国民年金 事案 352  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年 10 月から 48 年 12 月までの付加保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年 10 月から 48 年 12 月まで 

昭和 45 年 10 月から 49 年９月までの国民年金の付加保険料納付記録に

ついて照会したところ、45 年 10 月から 48 年 12 月までの期間については

付加保険料の納付記録が無いとの回答であった。付加保険料を納付してい

た期間は 49 年１月から同年９月までの短い期間ではなく、45 年 10 月から

納付を開始し、納付を中止したこともない。Ａ自治会の納付組合に妻の国

民年金保険料及び付加保険料とともに私の保険料（付加保険料を含む。）

も納付したと記憶しているので、私の付加保険料の納付記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、昭和 49 年１月から付加保険料を納

付していることが確認できるところ、Ｂ市区町村が保管する国民年金被保険

者名簿から、申立人が同年１月に付加保険料の納付申出を行い、当該申出を

行うまで、申立人は付加保険料の納付を申し出ていないことが確認できる。 

また、Ｂ市区町村は、「申立期間当時、旧Ｃ市区町村では、一枚の納付書

で国民年金の定額保険料と付加保険料の合計額を納付する仕組みであった

ので、定額保険料と付加保険料が一緒に納付されていながら、定額保険料に

ついては納付済み、付加保険料については未納と別々に記録することは考え

にくい。」と回答している。 

さらに、申立人は、「申立期間当時、元Ａ納付組合長（故人）から国民年

金の付加年金制度について説明があり、よいことと知り申込手続をした。」

と供述しているが、一方、Ａ自治会の元自治会長は、「私が昭和 48 年度に自

治会長をしていた時、市区町村役場から、国民年金の付加年金制度について

自治会員に周知するよう伝達があったので、会員に説明した。私は、49 年１

月から妻を付加年金制度に加入させた。」と供述している上、オンライン記

録から、申立人を含む７人のＡ納付組合員も 49 年１月から付加保険料を納

付していることが確認できるほか、元Ａ納付組合長及びその妻は、同年４月

から付加保険料を納付していることが確認できる。 



加えて、申立人が申立期間に係る付加保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の付加保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



島根国民年金 事案 353  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年 10 月から 48 年 12 月までの付加保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年 10 月から 48 年 12 月まで 

昭和 45 年 10 月から 49 年９月までの国民年金の付加保険料納付記録に

ついて照会したところ、45 年 10 月から 48 年 12 月までの期間については

付加保険料の納付記録が無いとの回答であった。付加保険料を納付してい

た期間は 49 年１月から同年９月までの短い期間ではなく、45 年 10 月から

納付を開始し、納付を中止したこともない。Ａ自治会の納付組合に夫の国

民年金保険料及び付加保険料と一緒に私の保険料（付加保険料を含む。）

を夫が納付したと記憶しているので、私の付加保険料の納付記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、昭和 49 年１月から付加保険料を納

付していることが確認できるところ、Ｂ市区町村が保管する国民年金被保険

者名簿から、申立人が同年１月に付加保険料の納付申出を行い、当該申出を

行うまで、申立人は付加保険料の納付を申し出ていないことが確認できる。 

また、Ｂ市区町村は、「申立期間当時、旧Ｃ市区町村では、一枚の納付書

で国民年金の定額保険料と付加保険料の合計額を納付する仕組みであった

ので、定額保険料と付加保険料が一緒に納付されていながら、定額保険料に

ついては納付済み、付加保険料については未納と別々に記録することは考え

にくい。」と回答している。 

さらに、申立人の夫は、「申立期間当時、元Ａ納付組合長（故人）から国

民年金の付加年金制度について説明があり、よいことと知り申込手続をし

た。」と供述しているが、一方、Ａ自治会の元自治会長は、「私が昭和 48 年

度に自治会長をしていた時、市区町村役場から、国民年金の付加年金制度に

ついて自治会員に周知するよう伝達があったので、会員に説明した。私は、

49 年１月から妻を付加年金制度に加入させた。」と供述している上、オンラ

イン記録から、申立人を含む７人のＡ納付組合員も 49 年１月から付加保険

料を納付していることが確認できるほか、元Ａ納付組合長及びその妻は、同

年４月から付加保険料を納付していることが確認できる。 



加えて、申立人及び申立人の夫が申立人の申立期間に係る付加保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間

の付加保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



島根国民年金 事案 354 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年１月から平成４年３月までの期間及び５年１月から

６年２月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60 年１月から平成４年３月まで 

② 平成５年１月から６年２月まで 

申立期間①の国民年金保険料については、昭和 62 年の晩秋、初老の

男性が突然自宅を訪問し、納付を求められたので、Ａ金融機関Ｂ支店で

預金を引き出し、30 万円と 20 数万円の２回に分けて現金で納付したと

記憶している。 

申立期間②の期間に係る保険料の納付については、毎月、集金人（Ｃ

氏）に保険料を納付していた。当時の領収書は３枚の縦長の複写式であ

ったことを記憶している。 

両申立期間について、保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①の国民年金保険料の納付について、申立人は、昭和 62 年の

晩秋、突然自宅を訪問した初老の男性に勧められ、30 万円と 20 数万円の

２回に分けて現金で納付したと供述しているが、申立人が国民年金保険料

を納付したとする 62年時点では、特例納付は実施されていないことから、

国民年金保険料を納付するとした場合、納付可能な保険料は、過年度保険

料の２か年分と現年度保険料（前納保険料）１か年分の計３か年分の保険

料しか納付することはできず、制度上、申立期間①の全期間の保険料を納

付することはできない。 

   また、仮に、申立人が昭和 62 年 10 月に、その時点で納付可能な期間（60

年９月から 63 年３月までの期間）の国民年金保険料を全額納付したとす

ると、その合計金額は 21 万円余りとなり、申立人が主張する国民年金保

険料額とは大きくかい離している。 



２ 申立期間②の国民年金保険料の納付について、申立人は、毎月、集金人

のＣ氏に渡していたと供述しているが、当該集金人は、「申立人を記憶し

ているが、当時、私が集金していたのは国民健康保険税であったと記憶し

ている。」と供述しており、申立人は、国民健康保険税の徴収と国民年金

保険料の納付とを誤認している可能性がうかがえる。 

また、申立人は、「Ｄ市区町村Ｅ町から同市Ｆ町に転居してから、集金

人がＣさんになった。」と供述しているが、当該集金人は、「私が申立人を

担当していたのは、申立人がＤ市区町村Ｅ町に居住していたころであった

と思う。」と供述しており、申立人の供述内容との間に齟齬
そ ご

がみられる。 

３ このほか、申立人は、両申立期間のほかに複数の未納及び未加入期間が

ある上、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記

号番号は、昭和 44 年４月６日にＧ市区町村（現在は、Ｈ市区町村）で払

い出されたことが確認できるところ、両申立期間当時、申立人に別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

その上、申立人が両申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに両申立期間の国民年金保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

４ これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が両申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 



島根厚生年金 事案 407（事案 62の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 12月 28日から 13 年２月１日まで 

    申立期間は、Ａ事業所に勤務し、年俸制により、毎月ほぼ同額の給与が

支給されていたが、賞与は支給されていない。 

また、平成６年 11 月以降の期間について厚生年金保険の平均標準報酬

月額の上限が改定されているが、私の標準報酬月額は 56 万円のままと記

録されており、納得できない。 

さらに、申立期間に係る給与明細書等の資料は無いが、Ｂ市区町村発行

の平成 11年度から 13年度までの所得証明書に記載してある給与収入額を

12で除した１か月当たりの給与収入額と、社会保険事務所（当時）の記録

における当該期間の標準報酬月額は一致していない。 

今回、新たな資料として、申立期間の一部の期間に係る預金通帳の写し

を提出するので、申立期間について、実際に支給された報酬月額に見合う

標準報酬月額に訂正してほしい。                       

 

第３ 委員会の判断の理由    

   Ａ事業所が保管する申立人の給与明細書に記載された厚生年金保険料控

除額を基に算出した標準報酬月額及びＢ市区町村発行の所得証明書から推

認できる標準報酬月額は、社会保険事務所が（当時）の記録する標準報酬月

額と一致していることなどから、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ないとして、既に当委員会の決定に基づく、平成 20年６月 17日付け年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、新たな資料として、平成 10 年４月給与（振込額）分か

ら 12年 12月給与（振込額）分までに係る預金通帳の写しを提出したが、当

該通帳に記載された入出金記録から、申立人の主張する標準報酬月額に基づ

く保険料控除を示す記載は見当たらない上、Ａ事業所は、「当時、給与は金

融機関に振り込んでいたが、賞与は直接従業員に手渡しで支給していた。」



と回答しており、毎月の給与のほか、賞与が、申立人に現金支給されていた

ことをうかがうことができ、Ｂ市区町村発行の所得証明書には、賞与が含ま

れているものと推認できる。 

また、企業年金基金連合会及びＡ事業所が社会保険事務を委託する社会保

険労務士事務所が保管する厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に記

載されている申立期間の申立人に係る標準報酬月額は、オンライン記録の申

立期間における申立人の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないこ

とから、申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 


